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③労働者が労務遂行中の事故（労働災害）により人的損害を被った場合、労働者はＡＢＧＢ一○一四条の類推適
用を理由として使用者にこれの賠償を請求できるか。ＡＢＧＢ一○一四条の請求権は物的損害だけでなく人的損害に
〈綿）
も及ぶとするのが判例・通説であるから、同条の類推適用の場ムロにこれを否定すべき理由はない。
しかし、労働関係に関しては、ＡＳＶＧの特別規定が存在する。これによれば、すでに言及したように、労災によ
る労働者の人的損害については、使用者は、故意の場合を除いて、これの賠償責任を負わない（使用者の免責特権・
ＡＳＶＧ一一一三一一一条一項）。賠償責任の法的根拠が何であるかは問わないから、ＡＢＧＢ一○’四条類推による責任も
（妃）
これに含まれて当然に免責されることになる。
これが原則であるが、例外的に、それの稼働に関して法律上の規定に基づいて高度の賠償責任（の『言亘の出島‐
己冒亘）が存在する交通手段によって労災が生じた場合には、使用者の免責特権は適用されない（ＡｓＶＧ一一一一一一三条
三項）。ただし、使用者は存在する責任保険から自由になる保険金の額に至るまで責任を負うに過ぎない（同項第二
文）。このことからも理解できるように、このような例外を認めたのは、自動車責任保険者に責任を課す点にあるの
であって、使用者に実際に賠償責任を負担させることが企図されているわけではない。
第
四
章
労
働
者
の
人
的
損
害
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
Ａ
Ｓ
Ｖ
Ｇ
の
規
定
と
問
題
の
所
在
○ 
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そこで、このような不公平を除去し、これらの者にも自動車責任保険者に対する慰謝料請求権を付与するために、
一九八九年の第四八次普通社会保険法の部分改正法（念・少の「。‐Ｚ（）ぐの一一の）によって、「｜般交通への参加」という文
言
が
削
除
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
が
使
用
者
の
追
加
的
な
財
政
負
担
を
も
た
ら
す
の
で
は
な
く
て
、
単
に
自
動
車
責
任
保
険
者
の
免
責
排
除
が
目
的
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
、
第
二
文
が
追
加
さ
れ
て
、
前
述
の
よ
う
な
規
定
内
容
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
⑥立法者はこれによって使用者特権の排除の適用範囲を拡張したのであるが、しかし、旧ＡＳＶＧ’一一一一一三条三項
（釦）
の反射規定（幻の｛一の百・『日）ないし補充規定（【・ヨローのョのゴ敏『ロ・『日）である「鉄道および自動車賠償責任法（ＥＫ
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
資
任
論
の
展
開
（
二
。
完
）
（
宮
本
）
一○三
⑪
法
改
正
が
な
さ
れ
る
前
の
段
階
で
は
、
同
条
項
は
、
「
そ
れ
の
稼
働
に
関
し
て
法
律
上
の
規
定
に
基
づ
い
て
増
大
し
た
責
任
義
務
が存在する交通手段による『被保険者の一般交通への参加に際して（ヶの－１の『弓の一一口：曰・ＱｏのごＣ『の－９の『【目四日巴｝頤の‐
白の冒目『の『云呂『）』労災が生じた場合には」使用者の責任特権は排除されると規定していた。
（栂）
判例は、この一‐一般交通への参加」という要件を極めて厳格に解釈した。すなわち、このような「一般交通への参
加
」
は
、
そ
の
事
故
が
営
業
的
な
出
来
事
の
範
囲
外
で
生
じ
、
関
与
者
が
自
己
の
労
務
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
そ
の
事
故
が
被
害
者
の
職
務
と
場
所
的
・
時
間
的
か
つ
原
因
的
に
関
連
し
て
い
な
い
場
合
に
の
み
認
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
被
害
者
た
る
労
働
者
が
公
衆
の
利
用
で
き
な
い
使
用
者
の
自
動
車
で
輸
送
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、
｜
股
交
通
へ
の
参
加
は
存
在
し
な
い
と
解
し
た
。
こ
の
よ
う
な
厳
格
な
解
釈
の
結
果
と
し
て
、
旧
法
で
は
、
使
用
者
の
責
任
特
権
の
排
除
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
職
業
的
に
活
動
し
て
い
る
同
乗
者
や
運
転
手
は
事
故
保
険
か
ら
給
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
た
に
過
ぎ
な
い
。
そ
う
で
な
い
交
通
事
故
の
第
三
者
と
比
較
す
る
と
、
自
動
車
責
任
保
険
者
に
対
す
る
慰
謝
料
請
求
が
認
め
ら
れ
な
い
点
で
、
こ
れ
ら
の
者
は
不
利
な
地
位
に
置
か
れ
る
こ
と
に
な
る
。
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⑪ＯＧＨ一一○○二年九月五日（固く宛函ｇ一望）の第二法廷判決では、次のような事案が問題とされた。生石灰
用の輸送サイロが設置された自動車（の四三の一［呂目のロ、）の運転を任された労働者が、その輸送サイロから別の貯蔵庫
に
送
り
出
す
際
に
こ
れ
と
繋
い
で
い
た
ホ
ー
ス
が
外
れ
、
漏
れ
た
高
圧
の
生
石
灰
に
よ
っ
て
目
に
重
傷
を
負
っ
た
。
被
害
者
に
保
険
給
付
した社会保険者が使用者の自動車責任保険者に対してこれの償還を請求した。
そ
こ
で
、
こ
の
保
有
者
の
危
険
資
任
と
は
別
に
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
資
任
が
使
用
者
に
認
め
ら
れ
る
か
ど
う
か
が
現
実
的
な
問
題
と
し
て
浮
上
し
た
。
こ
の
賠
償
義
務
が
「
自
動
車
賠
償
責
任
保
険
法
（
Ｋ
Ｈ
Ｖ
Ｇ
）
」
二
条
一
項
に
よ
り
自
動
車
責
任
保
険
でカバーされると解するときは、使用者特権排除の要件を充足し、自動車責任保険者に対する慰謝料請求権がこれら
の者に認められることになる。
近
時
、
こ
の
問
題
に
関
し
て
、
二
つ
の
最
高
裁
判
例
が
全
く
正
反
対
の
判
断
を
明
ら
か
に
し
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
学
説
の
注
目
を
集
め
ている。
改
正目的は達成されない。
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一○四
ＨＧ）」三条三号には手を付けずにそのままにした。この規定によれば、被害者が使用者の自動車で輸送されており、
事故の時点で自動車の営業のところで活動している場合（すなわち「｜股交通への参加」に該当しない場合）には、
自動車保有者としての使用者の危険責任は否定される。従って、この保有者責任との関連では、ＡｓＶＧ三一一一三条一一一
項の使用者特権排除の要件は存在せず（保険給付の不存在）、これらの者は慰謝料請求権を有しないことになって、
二
判
例
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ここでは保険代位が直接的な問題とされているが、この見解によれば、被害者たる労働者は使用者および自動車保
険
者
に
対
し
て
慰
謝
料
を
請
求
で
き
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
②これに対して、ＯＧＨ一一○○二年一一一月一九日（］四画９ｍ．、自国少の四ｓ』・沼）の第八法廷判決は、トラック
の運転手がトレーラーをトラックに連結するためにそれを駐車位置から同僚と一緒に手で引っ張っている時に隣のト
レーラーとの間に挟まれて怪我をしたという事案で、「徹底的に考察した上で（目呂『の昼】目の『□すの二のい目い）」右の
第二法廷の見解を否定し、被害者たる労働者からの使用者に対する慰謝料請求を棄却した。
まず第一に、ＡＢＧＢ’○一四条類推による責任を認めると、運転手として活動している労働者に常に無過失の慰
謝料請求権が成立することになるが、立法者がこれを望んだとすれば、一九八九年の法改正に際してＥＫＨＧ一一一条一一一
号
を
削
除
し
た
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
立
法
者
は
こ
れ
を
行
わ
な
か
っ
た
。
肯
定
説
は
Ｅ
Ｋ
Ｈ
Ｇ
三
条
三
号
と
の
間
で
明
確
か
つ
正
当
化
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
（
二
．
完
）
（
宮
本
）
’○五
を認めた。これによ－
務を負うと判示した。
裁判所は、まず第一に、自動車保有者の危険責任に関しては、ＥＫＨＧ三条三号により、使用者の責任を否定した。
従って、使用者の責任特権は排除されず、自動車責任保険者への代位は認められない。そこで、次に、ＡＢＧＢ’○
’四条類推による使用者の責任を検討し、これを肯定した。生命や健康という法益の重大性に鑑みると、使用者のリ
スク責任によって物的損害のみが把握され、人的損害が把握されないとすれば、それは評価矛盾だからである。そし
て、後述する学説の見解に従って、ＡＢＧＢ一○一四条類推による賠償請求権も、ＫＨＶＧ二条一項の「法律上の責
任規定（ぬの⑫の（昌呂の国旦（耳冒亘ウの⑪（目白目、）による賠償請求権」に含まれるとして、自動車責任保険による保護
を認めた。これによって、ＡＳＶＧ一一一三三条三項の要件はすべて満たされるから、自動車責任保険者はこれの賠償義
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法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一○六
し得ない評価矛盾に陥る。第二に、その事故がもっぱら被害者たる労働者の有責な行為によって惹起された場合にも、
慰謝料請求権を当該労働者に認めることは、余りにも極端な特権へと導く。また、自己の自動車を提供した労働者は
使用者の免責特権の結果として慰謝料請求権を有しないから、これと比べてその取扱いに極端な不平等が生ずる。
第八法廷はこれらを理由として第二法廷の見解を拒否し、ＡＢＧＢ一○一四条類推による使用者のリスク責任はＫ
ＨＶＧ二条一項の意味での「法律上の責任規定」ではないとした。
③このように判例の見解は分かれているが、その後、第九法廷はＯＧＨ一一○○三年五月七日（□宛９シｇ三・ｍ怠）
の判決で第八法廷の見解を支持した。事実は、トラックの運転手がその自動車の中で宿泊していたが、その際、追加
的に設置したスタンド暖房（の白口目鳥目随）のスイッチを入れたところ、このスタンド暖一房の機能不全の結果、運
転手が二酸化炭素中毒により死亡した。そこで、未亡人に保険給付をした事故保険者が自動車責任保険者にこれの償
還
を
請
求
し
た
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
裁判所は、本件事故は自動車の稼働（国の目のす）またはその使用（『の『葛のロＱＥｐｍ）に際して生じたものではないと
して、ＥＫＨＧの責任を否定した。そして、ＡＢＧＢ一○’四条類推によるリスク責任に関して、人的損害に関する
使用者の責任はＡｓＶＧ一一一三一一一条において排他的に規定されており、その責任特権は第四八次部分改正法によっても
維持されたままであると述べて、同条の類推適用を否定した。
⑪これに関する学説をみると、ＡＢＧＢ一○一四条類推による使用者のリスク責任に基づいて使用者の責任特権
三
学
説
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（別）
また、ケルシュナー／バーグナーは、生命や健康１という法益の優越性からすると、ＡＢＧＢ一○’四条類推による
使用者のリスク責任は労働者の人的損害にも及ぶことは明らかである。指示した業務の典型的な危険に関して使用者
は責任を負わなければならないということがリスク責任の中心であるが故に、ここではある種の営業危険が問題とな
っており、危険責任と近い。従って、ＡＢＧＢ’○一四条類推による賠償請求権はＫＨＶＧ二条一項の「法律上の責
任規定による賠償請求権」に含めることができるという。この請求権が契約（雇用契約）に基礎を有することを理由
に
「
法
律
的
な
性
質
」
を
否
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
の
根
源
を
契
約
ま
た
は
不
法
行
為
に
有
す
る
と
し
て
も
、
い
ず
れ
に
せ
よ
こ
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開三．完）（宮本）
一○七
排
除
を
肯
定
す
る
も
の
と
し
て
、
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
お
よ
び
ケ
ル
シ
ニ
ナ
ー
／
バ
ー
グ
ナ
ー
の
見
解
が
挙
げ
ら
れ
る
。
（訓）
オーバーホーファーによれば、まず第一に、ＡＢＧＢ一○一四条類推によるリスク責任をＡｓＶＧ’一一一一一一一一条一一一項の
適用領域において展開することは、自動車の運転手として雇われている労働者や職業上活動している同垂秀百に自動車
責任保険者に対する慰謝料請求権を認めるという立法者の動機に適合する。第二に、ＡＢＧＢ一○一四条によるリス
ク責任は後見や緊急事務管理などの契約外の関係でも適用されるから、契約は「法律上の責任要件（、の⑪の目冒すの爵帛‐
（鼬）
一目、切目ロの⑪白目）」の単なる結合点にすぎない。また、ＫＨＶＧ－一条一項の「法律上の責任規定に基づく賠償請求
権」は、判例では広く解されている。従って、ＡＢＧＢ一○一四条類推によるリスク責任もこれに該当する。
さらに、オーバーホーファーは、使用者の自動車を用いた労働者と自己の自動車を使用者のために用いた労働者を
異
な
っ
て
取
り
扱
う
こ
と
は
正
当
で
は
な
い
と
し
て
、
後
者
の
労
働
者
に
対
し
て
も
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
’
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
リ
ス
ク
責
任
の要件の下で、自動車事故による慰謝料請求権につき使用者の責任を認める。このことはＡＳＶＧ一一一三三条一一一項の第
（鍋）
一文から理解できるという。
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ま
ず
労
働
者
の
観
点
か
ら
で
あ
る
が
、
肯
定
説
に
よ
れ
ば
、
自
動
車
を
操
縦
し
、
そ
の
途
中
で
身
体
を
侵
害
さ
れ
た
運
転
手
は
無
過
失
の
慰
謝
料
請
求
権
を
有
す
る
が
、
こ
れ
以
外
の
運
転
手
（
職
業
的
関
連
の
な
い
運
転
手
）
は
こ
れ
を
有
し
な
い
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
に運転手の範嬬を二分して異なって取り扱うことは必ずしも不合理であるとはいえない。しかし、ＥＫＨＧ三条三号
の明文規定に反する。さらに、肯定説は労働者グループの二分化をも導く。ＡＳＶＧ一一一一一一三条三項の保険保護の存在
との関連で、使用者の自動車を用いた労働者は保護されるが、自己の自動車を使用者のために提供した労働者は保護
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
前
述
の
場
合
と
は
異
な
っ
て
、
い
ず
れ
の
労
働
者
も
同
一
の
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
て
い
る
の
だ
か
ら
、
このような肯定説の差別的取扱いに合理的理由は存在しない。ＤＨＧの原則により、労働者に過失がある場合でも比
較
的
広
く
慰
謝
料
が
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
こ
の
矛
盾
は
さ
ら
に
増
大
す
る
。
次に、使用者の観点からみると、肯定説は確かに使用者に直接的な負担をもたらさないが、しかし、掛け金の増大
と
い
う
間
接
的
な
負
担
に
直
面
す
る
こ
と
に
な
る
。
責任保険者の観点からは、第二法廷の判決によって重大な変更が生じた。結果的に、それまで存在しなかった保険
保護や保険の填補義務が奇妙な人的制限を伴って規定されるに至った。しかし、自動車事故による人的損害が誰に生
ある。
否定する。
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一○八
（弱）
の賠償請求権は準法律上の債務関係を構成するか》ｂである。
②
こ
れ
に
対
し
て
、
フ
ァ
ー
バ
ー
や
ア
パ
シ
ー
な
ど
は
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
使
用
者
の
責
任
特
権
排
除
を
全
面
的
に
（鉛）
⑥
フ
ァ
ー
バ
ー
に
よ
れ
ば
、
こ
の
問
題
は
労
働
者
や
使
用
者
、
苣
口
動
車
責
任
保
険
者
の
そ
れ
ぞ
れ
の
観
点
か
ら
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
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こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
ｌ
ｏ
’
四
条
は
自
動
車
責
任
保
険
で
は
何
ら
の
役
割
を
演
じ
な
い
と
結
論
づ
け
る
。
そ
し
て
、
方
法
論
的
に
は
、
Ｋ
Ｈ
Ｖ
Ｇ
二
条
一
項
を
目
的
論
的
に
制
限
し
て
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
責
任
は
保
険
保
護
を
基
礎
づ
け
な
いとする（第八法廷判決と同旨）。
（訂）
⑪アパシーも同様に否定説を支持する。まず第一に、ＥＫＨＧ一一一条三号によれば、自動車の営業のところで活動
し
、
か
つ
輸
送
さ
れ
て
い
た
者
が
交
通
事
故
に
よ
り
損
害
を
被
っ
た
場
合
に
は
、
保
有
者
は
ｌ
被
害
者
が
保
有
者
の
労
働
者
で
あ
る
か
否
か
を
問
わ
ず
ｌ
危
険
責
任
を
負
わ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
被
害
者
は
自
己
の
行
為
の
結
果
に
つ
い
て
は
自
分
で
負
担
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
の
が
そ
の
理
由
で
あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
保
有
者
の
責
任
排
除
は
一
般
的
に
は
不
公
平
で
は
な
い
。
ま
た
、
第
四
八
次
部
分
改
正
法
に
よ
る
改
正
は
二
般
交
通
へ
の
参
加
」
と
い
う
要
件
の
削
除
に
よ
っ
て
、
公
衆
に
開
放
さ
れ
て
い
な
い
使
用
者
の
自
動
車
で
単
に
輸
送
さ
れ
て
い
る
労
働
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ
て
い
た
（
従
来
の
判
例
法
理
の
一
部
否
定
）
。
こ
の
限
り
で
は
、
Ｅ
Ｋ
Ｈ
Ｇ
三
条
三
号
の
修
正
は
必
要
と
さ
れ
な
い
。
ま
た
、
そ
こ
で
は
、
外
部
の
第
三
者
よ
り
も
有
利
な
地
位
に
置
く
こ
と
は
意
図
さ
れ
て
い
な
い
。
さ
ら
に
、
運
転
手
に
も
慰
謝
料
請
求
権
を
認
め
る
の
が
立
法
者
の
意
図
で
あ
っ
た
と
い
うことは難しい。ＥＫＨＧ三条一一一号が使用者の運転手に対する危険責任を排除していることを立法者が見落としてい
たとしても、改正法は、少なくとも使用者に過失がある場合に、使用者（保有者）の運転手に対する責任を惹起する。
従
っ
て
、
Ｅ
Ｋ
Ｈ
Ｇ
三
条
三
号
を
同
時
に
改
正
し
な
い
と
し
て
も
、
改
正
法
は
意
味
を
有
す
る
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
。
完
）
（
宮
本
）
一○九
関係しない。
じ
た
か
は
自
動
車
責
任
保
険
者
の
観
点
か
ら
は
単
な
る
偶
然
に
過
ぎ
な
い
。
ま
た
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
リ
ス
ク
責
任
は
委
任
者
や
使
用
者
の
計
算
と
危
険
で
な
さ
れ
る
行
為
に
関
す
る
特
別
な
民
法
上
の
責
任
規
制
で
あ
っ
て
、
自
動
車
責
任
保
険
の
保
護
と
は
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二
○
人的損害に関するリスク責任は、物的損害の場合とは全く法的状態を異にする。すなわち、人的損害に関しては、
ＡＳＶＧ一一一一一一三条が使用者の責任の中心的な規定である。これによれば、使用者に過失がある場合にも一般には労働
者の慰謝料請求権は否定される。それにも拘わらず、自動車事故の場合にＡＢＧＢ一○’四条を類推して職業運転手
に無過失の慰謝料請求権を認めることは、明白な評価矛盾である。同様に、自己の自動車を使用者のために投入した
労働者に認められない慰謝料請求権を、使用者の自動車を用いる労働者に認めることも疑問である。従って、ＡＢＧ
Ｂ一○’四条類推による使用者のリスク責任は労働者の人的損害に関しては妥当しない。
また、労働者の所有する自動車の段損の場合には、使用者は事故リスクを節約したといえるが、人的損害の場合に
はそうではない。労働者は一定の活動を行う義務を負っており、これに対して報酬を受け取ることが労働契約の本質
であるから、使用者自身が当該労務を行う余地はなく、事故リスクの節約という基準は適合しないとして、ＡＢＧＢ
一○一四条類推論を批判する。
アパシーの見解は、ＥＫＨＧ三条一一一号に手を加えないとしてもＡｓＶＧ三一一一三条一一一項の改正は意義を有するとした
点、および、労災による人的損害に関してはＡｓＶＧ一一一三一一一条が中心的規定だとして、ＡＢＧＢ’○一四条の人的損
害への類推を否定した点に特徴があるといえよう。
③右の肯定説と否定説はいずれもＥＫＨＧ三条三号の全面的な適用を前提とするが、学説の中には、ＥＫＨＧ一一一
条三号の適用を（全部または一部）否定し、これによって保有者の危険責任の肯定および使用者責任特権の排除を導
く見解がある。
（詔）
列フォンキルヒはＥＫＨＧ一一一条一一一号の機能喪失から出発する。彼によれば、ＥＫＨＧ一一一条一一一号の唯一の目的は危
－
 
Hosei University Repository
険責任の領域を使用者責任特権の排除の範囲に合わせるという点にあった。しかし、第四八次部分改正法によって
この両者の関係が取り除かれたことによって、ＥＫＨＧ三条三号はその特徴的な機能を奪い取られ、そのため適用可
能でなくなった（ＥＫＨＧ一一一条三号の機能喪失（司昌百。。②ぐの『］ロ呉））。
第四八次部分改正法の立法者の意図は労働者の責任法上の差別待遇を阻止することであって、労働者に有利な責任
状態を作り出すことではない。ＡＢＧＢ’○一四条類推によるリスク責任を持ち出すことはこれと一致しない。そう
ではなくて、ＥＫＨＧ三条三号の機能喪失を承認して、労働者をＥＫＨＧの人的な適用範囲の中に加えることが法改
で
は
な
く
て
、
Ｅ
Ｋ
Ｈ
（
正の趣旨に合致する。
具体的には、ＥＫＨＧの危険責任法的な帰貴の観点とＤＨＧの特別な評価を考慮してこれを判断すべきである。ま
ず第一に、前者の観点からは、保有者にとって回避不可能な出来事（目目言の目目『の⑪厚の信己の）すなわち損害発生
の原因が支配可能な危険領域の外にあるか否かが重要となる。たとえば、被害者たる労働者が必要な注意を遵守し、
異常な営業危険が現実化した場合（ＥＫＨＧ九条二項第一文）、あるいは、その事故がもっぱら自動車の性能の瑠疵
や装置の故障に基づく場合（ＥＫＨＧ九条一項）には、保有者たる使用者が危険責任を負うことに争いはない。運転
手の交通違反的な容態による事故の場合には、次のように分けて考えるべきである。他の被害者たる労働者（同乗
者）については、その事故は回避不可能な出来事に該当せず、保有者は被害者に対して危険責任を負う。これに対し
て、交通違反をした運転手自身の損害については、ＥＫＨＧ九条二項を類推して保有者は危険責任を免れる。この者
との関連では、当該事故は回避不可能な出来事だといえるからである。このような回避不可能な出来事の認定に際し
ては、ＤＨＧの評価を考慮すべきであり、このことは回避不可能な出来事とされる範囲の制限へと導く。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
．
完
）
（
宮
本
）
一一一
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⑪シュマランツァーはＥＫＨＧ九条からＥＫＨＧ三条三号の適用制限（部分的廃止）を導こうと吏塞。すなわち、
ＥＫＨＧ九条一項によれば、自動車の性能の瑠疵や装置の故障のリスクはいずれにせよ保有者が負担しなければなら
ない。そうだとすると、事故の原因が保有者の領域の中にあり、営業のところで活動している労働者に過失がないと
きは、他の被害者たる労働者と同様の保護が与えられるべきである。ＥＫＨＧ三条一一一号はこの限度で適用が制限され
（帥）
るべきであり（ＥＫＨＧ一一一条一一一号の部分的な廃止（（＆」ョの一ｍの□の８頤昌。□））、これによって、被害者たる運転者にも
慰謝料請求権を認めようとする立法者の意図を達成することができるという。
なお、ＡＢＧＢ一○一四条類推適用論に関して、シュマランツァーは同条の類推は労働者に過失がない場合に限る
とする見解を前提として、ＥＫＨＧとの間に評価的な矛盾は生じないとする。
㈹ＡＢＧＢ一○一四条と人的損害の関連については、ＡＳＶＧの改正に伴ってこのような問題が顕在化した。Ｅ
ＫＨＧによる保有者（使用者）の危険責任が存在するときは、ＫＨＶＧによる保険給付が認められるから、ＡｓＶＧ
一一一三三条一一一項の要件を充足し、使用者の責任特権が排除されることは明らかである。このような使用者の責任特権の
排除は同時に被害者たる労働者に慰謝料請求権を認めることを意味する。
問題となるのは、このようなＥＫＨＧによる危険責任が存在しない場合である。ここにおいて、ＡＢＧＢ一○一四
条類推による人的損害に関する使用者のリスク責任およびＫＨＶＧ二条一項への包含によって、使用者の責任特権の
排除を認めることができるかどうかが争われてきた。判例は当初これを肯定したが、後に否定説へ転じた。肯定説お
よも否定説はいずれもＥＫＨＧ一一一条一一一号の全面的な適用を前提とするが、これに対して、折衷説はＥＫＨＧ三条一一一号
の適用を全部または一部否定することによってＥＫＨＧによる保有者の危険責任の範囲を拡張し、これによって問題
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とりわけ肯定説と否定説の間では、ＡＢＧＢ一○一四条類推によるリスク責任の人的損害への適用の可否という観
点から議論されており、まさに同条の適用範囲それ自体が争点であるかのような印象を与える。しかし、問題の本質
はこのような点にはない。そうではなくて、使用者責任特権の排除される範囲が争われているのであって、換言する
と、労災による人的損害については使用者の賠償義務を否定し、すべて保険によって処理するという制度に由来する
特有の問題に係わる。わが国では、使用者の労災補償責任・労災保険給付と民法上の賠償義務は併存するから、これ
らの議論は余り参考とならない。それよりも、いずれの見解においてもＡＢＧＢ一○一四条による賠償請求が一般
的・抽象的には人的損害にも及ぶとされている点に注目すべきであろう。
⑪労働者が労務の遂行中に第三者に損害を与えたという事案としては、まず第一に、労働者が第三者の所有する
自動車を営業手段として用いた際に、これが交通事故により毅損したという場合があげられる。
③
こ
れ
に
関
す
る
判
例
と
し
て
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
る
。
ｍＯＧＨ一九八六年一一月一八日判決（］囚』①ｇＰｇ・田少の后巴・田・□”・鈩已＆］山国）では、妻の自動車の段損
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
。
完
）
（
宮
本
）
一一一一一
を
解
決
し
よ
う
と
す
る
。
第
五
章
第
三
者
に
対
す
る
加
害
第
三
者
に
対
す
る
加
害
類
型
と
判
例
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回ＯＧＨ’九九五年一一月八日判決（。］臼皀農⑭ｇ）はこれと類似する。ここでは、同棲者（Ｐのワの□い，
、の戯画『扇ご）の所有する自動車が用いられて毅損したという事案に係わる。裁判では主として消滅時効の期間が争わ
れたが、ＯＧＨはその前提としてＡＢＧＢ一○一四条の類推適用による使用者のリスク責任の適用を認めた。ただし、
法
学
志
林
第
一
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四
巻
第
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号
一一四
が問題とされた。労働者は二人の顧客との約束を守るために使用者の了解（国ごくの門口の声日のロ）を得て自家用車を使用
した。走行中に凍った車道の上で事故が発生し、自家用車が全損した。そこで、労働者が使用者に約七万シリングの
賠償を請求したというものである。
本件では、自動車の所有者は誰かが争点の一つであったが、ＯＧＨは、原告が事故の前に自家用車の所有権を獲得
していたときは、その損害は労働者の所有する自動車について生じ、被告は八三年判決の要件の下でＡＢＧＢ一○一
四条の類推適用に基づいてこれを賠償すべき義務を負うと判示した。これはすでに言及した労働者被害の類型に属す
るから、特に目新しい問題はない。
しかし、ＯＧＨはこれに続いて、妻が自家用車の所有者であり、かつ、原告が妻に対してこれの賠償義務を負う場
合にも、被告の賠償義務は認められるとした。このような場合、経済的にみると、損害は労働者の財産に生じている。
盾生口が妻に賠償したとすれば、原告は間接的な被害者ではなくて、直接的な被害者である（損害移転（の９日の□いくの『‐
」四ｍの円目、）の事例）。まだ賠償していないときのように通常は被害者に生ずる損害を例外的に第三者が経済的に負担
しなければならない場合には、この損害転嫁（のＣ宮９の口呂ワ閂乏些悶目函）によって加害者（ここでは使用者）はＡＢ
ＧＢ一○一四条類推による賠償義務を免れないからである。ここでも、八一一一年判決の要件はもちろん満たさなければ
な
ら
な
い
。
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⑥
こ
の
類
型
に
属
す
る
判
例
と
し
て
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
げ
ら
れ
る
。
ｍＯＧＨ一九八九年五月二四日（国鈩の」ｇ」》雪）では、原告（最も若い見習労働者）が指示された買物に自転車
で
出
か
け
た
が
、
帰
り
道
で
自
分
を
追
い
越
し
た
自
動
車
に
注
意
す
る
こ
と
な
く
左
に
曲
が
り
、
そ
の
自
動
車
と
衝
突
し
て
約
四
万
四
○
○
○
シ
リ
ン
グ
の
損
害
を
与
え
た
。
原
告
は
被
害
者
に
賠
償
し
た
後
、
使
用
者
に
こ
れ
の
支
払
い
を
求
め
た
。
第一審判決は損害が直接的に原告の財産に生じていないという事情は何も変更しないとして、使用者のリスク責任
を肯定した。そして、原告の過失を考慮して、三分のこの限度でこれを認容した。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
．
完
）
（
宮
本
）
一一五
その理由については、前述した八六年判決のような理由付けを説示することなく、「ＡＢＧＢ一○一四条は労働契約
に
も
類
推
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
使
用
者
は
こ
れ
に
基
づ
き
本
件
事
例
に
お
い
て
生
じ
て
い
る
よ
う
な
労
働
相
当
な
物
的
損
害
を
賠
（副）
償しなければならないと、ＣＧＨは繰り返し判一示してきた」と述べるに過ぎない。
⑪
労
働
者
の
自
動
車
の
穀
損
に
つ
き
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
を
認
め
る
場
合
に
は
、
労
働
者
の
使
用
し
た
自
動
車
が
第
三
者
の
所
有
に
属
す
る
と
き
も
、
同
様
に
処
理
す
る
こ
と
は
容
易
に
理
解
で
き
る
。
営
業
手
段
と
し
て
用
い
ら
れ
た
自
動
車
が
労
働
者
に
属
す
る
か
、
あ
る
い
は
第
三
者
所
有
の
物
で
あ
る
か
は
、
使
用
者
に
と
っ
て
は
い
わ
ば
偶
然
的
な
出
来
事
に
過
ぎ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
意
味
に
お
い
て
、
第
三
者
所
有
物
の
段
損
の
場
合
に
も
、
判
例
が
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
の
原
則
を
適
用
し
た
こ
と
は
正
当
と
い
え
る
。
ま
た
、
責
任
の
要
件
な
い
し
リ
ス
ク
責
任
の
限
定
基
準
に
つ
い
て
も
、
労
働
者
の
自
動
車
の
段
損
に
関
し
て
展
開
さ
れ
た
こ
と
が
こ
こ
で
も
そ
の
ま
ま
妥
当
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
②
第
三
者
加
害
の
事
案
の
中
に
は
、
さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
営
業
手
段
と
は
関
係
し
な
い
第
三
者
の
損
害
が
問
題
と
な
っ
た
も
の
も
ある。
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ｎＯＧＨ一九九七年三月一一六日判決（Ｃ”・』］ｇＰ筐）では次のような事案が問題とされた。自動車のシートベ
ルト（勺【言’の一島の『すの旨、巨耳の）の製造業者はＷと自動車のシートベルトの輸送契約を締結したが、その孫請け会社
の運転手はパスポートを忘れたので引き返す際にトラックのトレーラーが横転し、積荷のシートベルトが段損した。
製造業者は約一○○万シリングの損害を被ったので、これを孫請け会社とその運転手に対して賠償請求した。第一審
裁判所は両者の責任を認めたが、第二審のリンッ高等裁判所は孫請け会社の責任を否定し、運転手の不法行為賀任を
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一一一ハ
こ
れ
に
対
し
て
、
控
訴
審
は
原
告
の
請
求
を
全
面
的
に
否
定
し
た
。
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
に
関
し
て
は
、
労
働
者
が
自
己
の
財
貨
（ぐの『曰目目の葛の『庁の）を使用者のために使用したことが必要とされるが、本件では使用者の自転車が用いられており、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
使
用
者
は
労
働
者
の
惹
起
し
た
事
故
損
害
に
関
し
て
責
任
を
負
わ
な
い
。
第
一
審
判
決
の
よ
う
に
解
す
る
と
、
客
観的に正当化できないような使用者責任の拡張に至るという。
Ｏ
Ｇ
Ｈ
は
控
訴
審
の
見
解
を
否
定
し
て
使
用
者
の
責
任
を
認
め
た
。
自
転
車
の
運
転
に
よ
る
事
故
に
お
い
て
指
示
さ
れ
た
行
為
の
典
型
的
な
危
険
の
現
実
化
す
な
ち
労
働
相
当
な
物
的
損
害
（
の
口
ｎ
房
・
嵐
口
目
）
に
関
す
る
使
用
者
の
無
過
失
責
任
の
要
件
は
満
た
さ
れ
て
い
る。その損害が原告の財産（「の『白骨目）に直接的に生じていないということは被告の責任に影響を及ぼさない。原
告
が
被
害
者
に
賠
償
し
、
そ
の
損
害
が
経
済
的
に
見
る
と
彼
の
財
産
に
生
じ
た
こ
と
が
確
定
し
て
い
る
と
き
は
、
な
お
さ
ら
そ
う
で
あ
る
。
いわゆる損害の移転（の。、のロ：戸のの目且の□いくの「一農の『自随）の事例が存在する。原告は間接的な被害者ではなくて直
接
的
な
被
害
者
で
あ
る
。
使
用
者
責
任
の
拡
大
と
い
う
控
訴
審
の
議
論
は
実
定
法
上
の
基
礎
を
有
し
な
い
が
、
こ
れ
に
対
し
て
は
、
使
用
者は営業賠償責任保険（国の日：印冒［５［｝一。頁ぐの回目の『目困）の締結によってその経済的なリスクを排除すれば足り
る
０ 
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肯定した。製造業者はこれに基づいて運転手の給与を差し押さえた（の呂巴扇の〆の冒冒口）。そこで、本件訴訟におい（唾）
て、運転手は使用者である孫請け会社に対してすでに被害者に支払った賠償の償還と将来の償還義務の確認を求めた。
第一審裁判所はＤＨＧ三条による償還請求を使用者の自己責任の欠映を理由に否定したが、しかし、ＡＢＧＢ一○
一四条類推による使用者のリスク責任を肯定。控訴審もこれを支持した。
ＯＧＨも同じくＤＨＧの直接的な適用を否定する。そして、使用者の第三者に対する自己責任の欠鉄はＡＢＧＢ一
○一四条類推によるリスク責任の原則を何も変更しない。ＡＢＧＢ一○一四条の類推適用にとって決定的に重要なこ
とは、指示された行為の典型的な危険と結びついた労働相当な加害が労務給付の調達に際して第三者のところで生じ、
第三者の労働者に対する賠償請求が裁判上認められることによって、結果的に労働者の自己損害（国、の。⑩呂且の。）
（侭）
が存在することであると判一示した。
⑪このように判例は営業手段とは関係しない第三者に対する加害の場合にも使用者のリスク責任法理を適用する。
ＡＢＧＢ一○一四条は損害類型を問わず適用されると解されており、これの類推による使用者のリスク責任に関して
これを営業手段の段損に限定すべき合理的理由は存在しないように思われる。使用者のリスク責任論の理論的基礎は
この類型における責任要件は、判例によれば、指示された行為の典型的な危険の現実化すなわち労働相当な損害で
あ
れ
ば
足
り
る
。
自
動
車
の
穀
損
の
場
合
と
は
異
な
り
、
使
用
者
の
活
動
領
域
と
労
働
者
の
個
人
的
な
生
活
領
域
と
の
区
別
は
問
題
と
な
らない。
ここでも妥当する。
③
第
三
者
に
対
す
る
加
害
の
類
型
は
、
す
で
に
見
た
よ
う
に
、
営
業
手
段
と
し
て
用
い
ら
れ
た
物
の
殴
損
の
場
合
と
、
営
業
手
段
と
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
。
完
）
（
宮
本
）
二
七
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巻
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号
一一八
は関係しない第三者に対する加害の場合に分けられるが、判例はいずれの場合にも使用者のリスク責任法理の適用を
認
め
る
。
こ
の
際
、
八
六
年
判
決
お
よ
び
八
九
年
判
決
は
そ
の
理
由
付
け
と
し
て
「
損
害
移
転
」
を
持
ち
出
し
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
ような損害移転がここで存在するかどうかは疑問であり、学説ではこの点に対する批判が強い。
また、第三者に対する加害の類型はＤＨＧの本来的な適用領域に属する。そこで、ＡＢＧＢ一○一四条類推による
使用者のリスク責任がこれによって排除されるか否かが問題となるが、この点はすでに言及した（第二章四参照）。
右
の
判
例
は
い
ず
れ
も
通
説
と
同
様
に
こ
れ
を
否
定
し
て
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
の
成
立
を
認
め
る
。
そ
う
す
る
と
、
両
者
の
責
任
の
関
係
、
と
り
わ
け
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
に
関
し
て
Ｄ
Ｈ
Ｇ
の
規
定
が
類
推
適
用
さ
れ
る
べ
き
か
ど
う
か
が
さ
ら
に
問
題
と
な
る
。
右
の
九
七
年
判
決
は
、
使
用
者
の
自
己
責
任
と
い
う
Ｄ
Ｈ
Ｇ
三
条
の
定
め
る
要
件
が
存
在
し
な
い
と
き
で
も
、
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
は
こ
れ
に
よ
っ
て
影
響
さ
れ
な
い
と
す
る
。
類
推
適
用
の
観
点
か
ら
見
る
と
、
こ
れ
は
自
己
責
任
に
関
す
る
Ｄ
Ｈ
Ｇ
三
条
の
類
推
適
用
を
否
定
し
た
も
の
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
確
か
に
成
立
要
件
に
関
し
て
は
困
難
で
あ
ろ
う
が
、
し
か
し
、
成
立
し
た
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
を
法
的
に
ど
の
よ
う
に
取
り
扱
う
か
を
め
ぐ
っ
て
は
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
の
規
定
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
て
よ
い
。
このことは同様に労働者被害の類型でも問題となる。労働者被害の類型はＤＨＧの本来的な適用領域に属しないが、
し
か
し
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
は
使
用
者
と
労
働
者
間
の
特
殊
な
関
係
を
考
慮
し
て
特
別
な
規
定
を
置
い
た
の
だ
か
ら
、
労
働
者
被
害
の
類
型
に
お
い
て
も
同
様
に
Ｄ
Ｈ
Ｇ
の
政
策
的
判
断
を
尊
重
す
べ
き
か
ど
う
か
が
当
然
に
問
題
と
な
る
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
労
働
者
加
害
の
類
型
か労働者被害の類型かを問わず、使用者と労働者の間において、ＡＢＧＢ一○’四条類推によるリスク責任につきＤ
Ｈ
Ｇ
の
規
定
を
考
慮
す
べ
き
か
と
い
う
一
般
的
な
問
題
と
し
て
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
本
章
で
は
、
こ
のような損害移転の問題とＤＨＧの類推適用について検討することにしよう。
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Ⅲ損害移転（の。。且の。のこのＨ］四ｍの同旨、）すなわち第一一一者損害賠償ｅ『葺印目且のロの目已ロ島Ｃロ）は、従来、次の
（“） 
よ》っな事例において問題とされてきた。
まず第一に、債務者が危険負担を免れるような場合である。たとえば、贈与された目的物が贈与者のところで贈与
者の過失なしにある加害者によって破壊された場合には、贈与者は債務を免れ（ＡＢＧＢ一四四七条）、財産的には
贈与契約が履行されたのと同様の地位に立つ。また、売買契約において、売主がまだ物の所有者であるが、買主がす
でにその危険を負担する場合において、加害者がこの物を壊したときも同様である。
第二に、間接代理または受託者が自己の名で契約を締結したが、契約相手方の不履行により損害が本人に生じた場
第三には、労働者が加害者によって怪我をさせられ、これによって労務給付ができなくなったが、使用者がＡＢＧ
Ｂ二五四⑪条ないし労働協約により賃金を支払わなければならない場合、あるいは、身体侵害に伴う治療費が被害
者自身ではなくて、扶養義務者や社会保険者がこれを負担する場合などである。
これらの事例では、賠償請求権を有する直接的な被害者（盲目茸の｝ず貰臼の①ｍ・颪＆臼の）に本来的に生ずべき損害
が何らかの法的原因に基づいて第三者すなわち間接的な被害者（且耳の］す閂の『の①の・颪昌曾の）に生じている。このよ
うな損害の移転によって加害者が賠償義務を免れるとすることはもちろん不当であり許されない。そこで、判例・通
説は、直接的な被害者がこの第三者の損害を自己の損害として賠償請求し、あるいはこの請求権を第三者に譲渡して
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
．
完
）
（
宮
本
）
二
九
第二に、
合
で
あ
る
。 二第
三
者
に
対
す
る
加
害
と
損
害
の
移
転
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判例・通説によれば、ＡＢＧＢ一○一四条類推による請求権はＤＨＧとは別個・独立のものであるが、しかし、そ
の法的な取扱いをめぐってＤＨＧの規定を類推適用すべきかが争われている。具体的には、過失相殺（ＤＨＧ二条、
三条二項・’一一項）および訴訟告知義務（ＤＨＧ一一一条一項）、強行法規性（ＤＨＧ五条）、時効期間（ＤＨＧ六条）につ
いてである。訴訟告知・拘束効を除いて、これらは労働者被害の類型にも共通する問題である。条文の配列に従って、
このように損害移転の理論を持ち出すことに対しては学説からの厳しい批判がある。このような批判を考慮したか
らであろうか、その後の九五年判決（同棲者の自動車事件）や九七年判決（シートベルト事件）では損害の移転に全
く
言
及
し
て
い
な
い
。
を
全
面
的
に
支
持
す
る
。
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一二○
第三者が自分で加害者に請求できるとする。
②判例は第三者に対する加害の類型をこのような損害移転の事例として理解するのであるが、ケルシュナーは八
（髄）
六年判決の評釈においてこれを持ち出す必要は全くないと批判した。ＯＧＨは妻の物的損害を念頭において、この損
害は経済的には労働者が負うが故に、妻から夫への損害の移転があるという。しかし、ＡＢＧＢ一○一四条の類推に
よる賠償請求権を有するのは労働者であって妻ではないし、また、第三者に対する損害賠償義務の負担という形で労
働者自身に損害が生じているから、損害蒋転のない通常の事例が存在する。損害務転の事例は、夫が妻に賠償義務を
〈鮎）
（師）
負わないような場ムロにまさに問題となるに過ぎない。ヤポルネックやオーバーホーファーもこのケルシュナーの批判
三
Ｄ
Ｈ
Ｇ
の
類
推
適
用
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ＯＧＨは、八三年判決において、次のように判示した。すなわち、労働者の過失を理由に使用者はＡＢＧＢ一○一
四条類推による賠償義務を免れることはできない。労働者が自己の自動車を使用者の活動領域の中で使用しなければ
ならず、その際、労働者はその業務の性質によれば自己の所有物の殼損という恒常的な危険〈の戯己碕の○の｛：『）に
さらされるが故に、使用者が労働者の事故損害に関して責任を負うべき場合には、使用者の供した営業車の段損に適
用されると同一の原則により、使用者は労働者を免責しなければならないと述べて、ＤＨＧ二条で挙げられた基準に
よる使用者の賠償義務の減額を認めた。
〈鍋）
これは労働者の自動車が営業手段として用いられた事例であるが、営業手段として用いられた第三者の自動車の殴
損だけでなく（九五年判決）、これと関係しない第三者の損害の事例でも同様である（八九年判決・九七年判決）。
このようにＤＨＧ二条の基準を用いて過失相殺することは確固とした判例法理といえる。これに対して、学説の中
には、労働者に過失がある場合には、ＡＢＧＢ一○一四条類推による使用者のリスク責任を否定する見解がある。た
（的）
と←えば、トーマンドルによれば、受任者による有責な損害惹起の場合をＡＢＧＢ一○一四条も一○一五条も明示的に
規定していないが、しかし、その立法史やＡＢＧＢの議事録からは、両条とも受任者に賠償請求権を認めるつもりで
ないことは明らかである。従って、労働者に過失がある場合には、ＡＢＧＢ一○一四条類推適用のための基礎を欠く
⑪
過
失
相
殺
損
》
取り扱われるべきか。
とい》っ。
こ
れ
を
み
る
こ
と
に
し
よ
う
。
Ⅲ過失相殺損害の発生につき労働者に過失がある場合に、ＡＢＧＢ一○’四条類推による請求権はどのように
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開（二。完）（宮本）
￣ 
￣ 
￣ 
￣ 
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ＯＧＨ一九九七年三月一一六日（□幻ロシー①罠選）はこれを肯定した原審を支持し、補充的に次のように述べる。す
なわち、ＡＢＧＢ一○一四条類推による請求権については、労働者の過失はＤＨＧ二条の基準より評価されて、使用
者の賠償義務の範囲が判断される。ＤＨＧ三条はＤＨＧ二条の補充的規定であるから、使用者の賠償義務を検討する
際にＤＨＧ三条を考慮することに何も反対しない。それ故、前訴の拘束効〈囚且目的の三鳥目頤：⑪『・『で『。Ｎの⑫砂のの）
が問題となる。
②訴訟告知義務ＤＨＧ一一一条は被害者たる第三者から賠償請求された労働者の訴訟告知義務（の【国耳⑦鳥冒‐
Ｓｍ目鴨已［〕ロ頁）を規定するが、この規定をＡＢＧＢ一○一四条類推による労働者の請求権に関しても適用しうるか
別した点で評価できる。
法
学
志
林
第
一
○
四
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一一一一一
（わ）
（刊）
しかし、このような否定説はごく少数であって、圧倒的な学説は判例を支持する。労働者の過失は使用者の責任の
減額事由にとどまり、リスク責任の成立自体の否定に導くわけではない。そして、この責任減額はＤＨＧの基準に従
（花）
雲つとする。たとえば、ビドリンスキーは、労働者被害の類型において労働者の過失をＤＨＧと異なって評価すること
は首尾一貫しないという。ＤＨＧは労働者加害の類型につき使用者の営業リスク（団の日呂の『回丙。）との関連におけ
る労働者の過失の評価を規定しているからである。ビドリンスキーは労働者被害の類型のみを論じているが、使用者
のリスク責任を第三者への加害の類型でも認めるときは、同様のことが妥当しよう。
（だ）
クラィンも同様に労働者の過失を責任減額事由として位置づけるが、その適用条文を一三○四条（過失相殺）に求
める。その上で、具体的な減額については、過失責任の領域とは異なり、使用者のリスク責任と労働者の過失が相対
している場合にはＤＨＧによる評価と並行してなすべきだという。これは過失相殺の根拠条文と減額基準を明確に区
Hosei University Repository
（洞）
訴訟告知義務および前訴の拘束効については、学説で必も、これを肯定するのが通説といえる。
③
強
行
法
規
性
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
は
片
面
的
強
行
法
規
性
を
有
す
る
か
。
こ
れ
に
関
す
る
判
例
は
ま
だ
存
在
し
な
い
よ
う
で
あるが、学説では、ＡＢＧＢ一○’四条が本来的に任意法規であることから、類推適用の領域においても同様に任意
法規性を認めるのが通説的な見解である。しかし、最近では、ＤＨＧ五条を類推適用する見解も見られる。
③前者の代表的なものとしては、ビドリンスキーの見解があげられる。彼はＡＢＧＢ一○一四条の任意規定性か
ら出発して、これの免責合意に関しては、まず第一次的な問題は免責合意の存在の有無とその射程範囲であり、その
（市）
後
、
第
二
次
的
に
そ
の
免
責
合
意
の
許
容
性
・
法
的
な
有
効
性
が
問
題
に
な
る
と
す
る
。
明示的な免責の合意があればもちろん、そうでない場合でも、契約の解釈によって免責合意を導くことができる。
た
と
え
ば
、
契
約
上
定
め
ら
れ
た
金
銭
給
付
ま
た
は
高
額
な
報
酬
支
払
い
が
リ
ス
ク
責
任
を
排
除
す
る
目
的
で
な
さ
れ
た
よ
う
な
場
合
が
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開（二．完）（宮本）
’一一一一一
の
問
題
は
民
事
訴
訟
法
の
規
定
だ
け
で
解
決
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。
ＤＨＧ三条において、前訴の拘束効が認められるのは前訴の中で使用者が聴取の可能性を有していたかまたは有し
ていたであろうからである。本件事案では、使用者は前訴において共同被告であったから、ＤＨＧ三条による個別の
訴訟告知をすることは必要ではない。また、一審判決で使用者に対する訴訟が棄却されたために、上訴手続きに参加
しなかったから、再訴は禁止され、上訴審での新しい主張も許されない。上訴審において補助参加人（ｚのワの日日の『‐
『
の
己
①
具
Ｚ
Ｐ
Ｏ
一
七
条
）
と
し
て
関
与
す
る
こ
と
は
使
用
者
の
自
由
で
あ
り
、
そ
こ
で
補
助
参
加
人
と
し
て
の
訴
訟
行
為
を
通
し
て
自己の見解を主張することを原告である労働者は妨害していない。これらのことから、前訴の拘束効は使用者にも及
ぶとした。
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一二四
そうである。もっとも、このような目的は労働者にとって誤解の余地のないほど明確に現れ、少なくとも契約締諏結の
同意を通して彼によって一般的に受け入れられたことを必要とする。使用者の単なる内心の意思や契約締結後の目的
設定は法的には全く重要ではない。
このような契約解釈による免責は特に日当（曰囚頤の硯の区の［ロ）や手当ｅ辱のご）、走行距離手当（国］・日の｛の『ぬの一・の『。）
の場合に問題となる。どのような財産的負担（費用や損害）がこれによって弁済（レウ、の一目長）されているかとい
う免責の射程範囲に関しては具体的な契約との関連でのみ判断することができる。しかし、取引上通常の意味からす
ると、一般的には次のようにいうことができる。日当や手当はある任務の履行中に必要となった、通常の個人的な
（家での）生活費用を超える費用に対する弁済を意味する。従って、費用償還請求権は排除されるが、これは自動車
の損害には及ばない。走行距離手当の場合には、ＯＧＨと同様に、｜般的には、これによって経常的に生ずる費用
（自動車の消耗を含む）のみを弁済しているに過ぎず、事故に伴う物的損害のリスクを含まない。これに対して、自
動車２稼働や維持と結びつくすべての費用や支出に対する弁済を意識的に意欲した契約条項の場合には、リスク責任
も排除される。修理費用すなわち自動車の事故に伴う物的損害は自動車の維持費用に属するからである。
このような免責合意の存在が認められる場合でも、常にその有効性が認められるわけではない。その許容性の範囲
は公序良俗違反性（八七九条一項）によってその限界が画される。集団的契約上の報酬額が高いために追加的なリス
ク負担が労働者に期待可能である場合には、免責合意は公序良俗違反とはならない。追加的なリスク負担によって労
働者が普段の生活を保持できなくなるわけではない。同様に、労働者のリスクの増大が相応に弁済される場合には、
免責合意は有効である。この要件の下で、一○一四条の任意法規性は完全な効果を発揮するという。
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（汚）
ケルシュナーも同様に使用者のリスク責任の任意法規性から出発し、個々の事例においては公序良俗違反が問題と
なるとする。そして、労働者の労務に伴う事故損害のリスクと労務の履行に際して使用者や第三者を加害するという
労働者のリスクは類型的に異なるとともに利益状態も同じではないことを理由にＤＨＧ五条の類推適用に反対する。
しかし、労働者が契約上自己または第三者の自動車を使用することを義務づけられているような場合には、例外的に
ＤＨＧ五条を類推適用することが必要だという。ＤＨＧの強行法的な責任秩序は労働者が労務の履行と結びついたリ
スクを回避できないということに基づいており、ここでも同様のことが妥当するからである。
（万）
⑥これに対して、ヤポル、ネックはＤＨＧ五条の類推を肯定して使用者のリスク責任の強行法規性を認める。使用
者の物の設損に関してはＤＨＧの責任軽減を排除しあるいは無過失責任を労働者に課すという合意は許されないが
（ＤＨＧ五条）、営業のために用いられた労働者の物の穀損に関してはすべての損害を労働者に課す合意が許されると
すれば、これは耐え難い評価矛盾であるし、必然的に使用者が労働者に自己の物の使用を迫るという事態に導くであ
ろう。ＡＢＧＢ八七九条一項の公序良俗違反によりこれを阻止することもできるが、しかし、その際にＤＨＧによる
リスク負担の強行法規性を考慮しないことが可能であるとは考えられない。ここでは、ＤＨＧ五条を類推することが
評価的に正当であり事態に適合するという。
このようにヤポルネックは強行法規性を承認するが、このことは契約による労働者へのリスク移転を全面的に否定
するものではない。労働者にとって不利でなければリスクを労働者に移転する契約も有効である（有利性の検査・
の目昌鴇の冒己己百口、）。たとえば、営業のために用いられた労働者の物に関して使用者のリスク責任を相当な追加
（犯）
的報酬の支払いによって排除するような場ムロがそうである。
ォ１ストリァ法における使用者のリスク責任論の展開三．完）（宮本）
一二五
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Ⅲ時効期間③ＤＨＧ六条は使用者のリスク責任に類推適用されるべきか。オーバーホーファーはこれを肯定
（ね）
する。ＤＨＧは経済的な非独立者の責任に関する原則を規定したものであり、労働生活においては請求権の存否を迅
速に確定することが望ましいというＤＨＧ六条の立法趣旨はまさに使用者のリスク責任に基づく請求権にも妥当する
からである。しかし、彼は、ＤＨＧには、そもそも基本的な評価矛盾（三『の『自己鴨三已閂印己日：）が存在するという。
すなわち、ＤＨＧによれば、使用者と労働者問の軽過失に基づく賠償請求権は六ヶ月の消滅時効に服する。一九八
三年の法改正によって、労働者の責任軽減は重過失の場合にも拡張されたが、この際、ＤＨＧ六条はそのまま手を付
けずに維持された。その結果、軽過失のときは六ヶ月、重過失のときはこれよりも長い時効期間が適用されることに
なる。このことはＤＨＧ二条による使用者の損害賠償請求権（の。目・のロ⑫①『⑪口薗目のご『２コ）およびＤＨＧ四条による
使用者の償還請求権（幻の、『①國目：２８）については妥当であるが、しかし、ＤＨＧｌｌ一条による労働者の補償藷請求権
（し口の的］の』Ｃｇ目⑩己［巨呂）については、重過失者のほうが軽過失者よりも長い権利行使期間が認められるという奇妙
な結果を招来することになる。
そこで、労働者重過失の場合のＤＨＧ一一一条による労働者の補償請求権については、三○年の一般時効（ＡＢＧＢ一
四七九条）ではなくて、ＡＢＧＢ一四八六条の三年の時忍効期間を適用することによって、これを回避すべきだとする。
同条は日常生活の債権（句Ｃａ①日属。①の畝、一一◎すの。田のウの己切）について規定するが、労働関係に基づく金銭債権は原
則的には「日常生活の取引による債権（句Ｃａの日□ぬの口冒の○①の・颪｛耳の。□のの＆ぬ］】９の已田のすのゴ印）」に該当するもの
と考えるべきであり、ＤＨＧ三条による労働者の補償請求権もこれに含まれる。また、第三者への損害賠償の給付に
よって、労働者は労務遂行と関連する費用を支出したのだから、損害賠償給付は同条五号の「経費（シ巨農、目）」に
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該当するというのがその理由である。もちろん、オーバーホーファーの言うように三年の時効期間を適用しても、こ
れ
に
よ
っ
て
上
記
の
評
価
矛
盾
が
全
面
的
に
除
去
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
。
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
は
法
改
正
が
ど
う
し
て
も
必
要
だ
と
（帥）
主張するが、この背景にはこの点の認識が存在するといってよい。
オーバーホーファーは、さらに、労働者重過失の場合における使用者のＤＨＧに基づく請求権の時効について検討
す
る
。
こ
こ
で
も
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
六
条
の
六
ヶ
月
の
時
効
期
間
は
適
用
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
ま
ず
第
一
に
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
二
条
に
よ
る
使
用
者
の損害賠償請求権に関しては、ＡＢＧＢ一四八九条の三年の時効が適用されることは明らかである。また、ＤＨＧ四
条による使用者の似通請求権をみると、ＤＨＧ三条による労働者の補償請求権と異なる時効規定を適用することは正
当ではない。誰が第三者に対して賠償給付したかによって区別することに客観的な理由はないとともに、労働者より
も
使
用
者
を
有
利
に
扱
う
こ
と
は
労
働
契
約
法
の
基
本
的
評
価
に
反
す
る
。
従
っ
て
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
四
八
六
条
五
号
の
類
推
適
用
に
よ
り
三
年
の
時
効
期
間
に
服
す
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
同
条
同
号
の
直
接
的
な
適
用
で
な
い
の
は
、
こ
こ
で
は
労
働
者
で
は
な
く
て
使
用
者
に
よ
る
経
費
の
支
出
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
ＡＢＧＢ一○一四条類推によるリスク責任にＤＨＧ六条を類推する場合にも、同条によって把握されない場合の時
効
期
間
が
問
題
と
な
る
。
具
体
的
に
は
、
労
働
者
に
共
同
過
失
が
な
い
場
合
お
よ
び
重
過
失
の
場
合
で
あ
る
。
い
ず
れ
の
場
合
も
、
Ｄ
Ｈ
Ｇｌｌ一条による労働者の補償請求権と同様の理由により、ＡＢＧＢ一四八六条五号の三年の時効期間に服すべきである。
ただし、五号の経費（シ口⑪一四ｍ目）の概念は費用（シ巨『亀：Ｑ）よりも財産的価値の意識的な投入の観点をもっと強く
全面に出しているから、損害（の：且のロ）をこれと同一に置くことは不可能である。従って、ここでは、ＡＢＧＢ
一四八六条五号の適用ではなくて、これの類推適用による。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
賢
任
論
の
展
開
（
二
。
完
）
（
宮
本
）
一二七
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（魂）
これに対して、ビドリンスキーは損害賠償請求権の観点を強調する。本来的な委任法の領域では、リスク責任に基
づく請求権は一般的な三○年の時効に服するが、雇用契約の領域では、無過失責任であるとしても損害賠償請求権が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
従
っ
て
、
法
の
欠
映
は
存
在
せ
ず
、
損
害
賠
償
請
求
権
に
関
す
る
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
’
四
八
九
条
の
時
効
規
定
（
第
一
文
の
三
年
の
時
効
）
が
適
用
さ
れ
る
と
す
る
。
⑪
Ｏ
Ｇ
Ｈ
一
九
八
九
年
九
月
一
三
日
（
」
囚
」
ｇ
Ｐ
Ｐ
ｇ
）
は
、
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
の
見
解
を
援
用
し
て
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
’
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
に
基
づ
く
労
働
者
の
請
求
権
に
関
し
て
は
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
四
八
六
条
五
号
を
類
推
し
て
三
年
の
時
効
期
間
に
服
す
る
と
判
示
し
た
。
立
法
者
は
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
四
八
六
条
五
号
の
と
こ
ろ
で
は
こ
の
よ
う
な
請
求
権
を
恐
ら
く
考
え
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
規
定
の
目
的
的
な
解
釈
に
よ
れ
ば
、
立
法
者
は
労
働
関
係
に
基
づ
く
金
銭
債
権
を
原
則
的
に
は
日
常
生
活
の
債
権
と
し
て
短
期
の
三
年
の
時
効
期
間
に
服
さ
せ
る
つ
も
り
で
あ
る
こ
と
が
導
か
れ
る
。
従
っ
て
、
時
効
に
関
し
て
は
、
こ
の
請
求
権
は
労
働
者
の経費償還債権と類似して取り扱われると判示した。
も
っ
と
も
、
こ
こ
で
は
、
労
働
者
の
過
失
は
認
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
が
重
過
失
で
あ
る
と
は
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
う
だ
す
る
と
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
六
条
（
六
ヶ
月
の
短
期
時
効
）
の
類
推
の
有
無
が
問
題
と
な
る
が
、
本
判
決
は
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
の
見
解
を
援
用
す
る
に
も
拘
わ
ら
ず
こ
れ
に
言
及
し
て
い
な
い
。
回これに対して、ＯＧＨ一九九五年一一月八日（。】ｐご冨函ｇ）では、軽過失が認定された事例において、便
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一二八
〈肌）
ケ
ル
シ
ュ
ナ
ー
は
、
類
推
の
基
礎
が
欠
け
て
い
る
と
し
て
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
六
条
の
類
推
適
用
を
否
定
す
る
。
そ
し
て
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
労
働
者
の
請
求
権
は
契
約
上
の
請
求
権
と
し
て
の
性
質
を
有
す
る
こ
と
を
理
由
に
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
四
八
六
条
五
号
に
服
す
》ＣＬ）い》っ。
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ＯＧＨは軽過失の場合にはＤＨＧ六条を類推適用すべきだとするオーバーホーファーの見解をこの限度で拒否した。
その理由は次のような点にある。過失相殺に関してＤＨＧ二条の基準を用いることから、ＤＨＧ六条の類推適用が必
然的な効果としてもたらされるわけではない。また、ＡＢＧＢ一○一四条による労働者の請求権はＤＨＧ六条の損害
賠償請求権や償還請求権とは異なる。重過失と軽過失の場合の時効期間に関する評価矛盾も存在しない。立法者は重
過失による賠償請求権が六ヶ月で消滅しないことが事態に適するものと考えていた。また、立法者がＤＨＧ六条のと
ころでＡＢＧＢ’○一四条による請求権を考慮していないことは明らかである。これらを理由として、ＯＧＨはＤＨ
Ｇ六条の類推適用を否定した。
その後、ＯＧＨ一九九七年一一一月二六日ｅ臣シ］①民望）もこのＡＢＧＢ一四八六条五号類推適用論を支持した。
用者のリスク責任に基づく労働者の請求権は契約上の請求権であり、労働関係に基づく金銭請求権としてＡＢＧＢ’
四八六条五号（三年の時効）を類推適用すべきだとした。そして、これは労働者の軽過失または重過失とは無関係に
Ⅲ第三者に対する加害の事例と関連して、労働者が第三者の提起した訴訟で敗訴し訴訟費用の負担を命じられた
場合に、これを使用者に請求しうるか。ＤＨＧ三条の要件を満たすときは、不可欠な訴訟費用を含めて使用者に償還
請求しうることは明文上明らかである。しかし、たとえば使用者が第三者に対する賠償義務を直接的に負わないとき
など、ＤＨＧ三条の要件を満たさない場合に、ＡＢＧＢ一○一四条の類推適用に基づいて賠償請求しうるかが問題と
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
資
任
論
の
展
開
三
．
完
）
（
宮
本
）
一二九
四八六条五号（一一定
そ
う
で
あ
る
と
い
う
。
四
労
働
者
の
訴
訟
費
用
・
弁
護
士
費
用
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
○
四
巻
第
三
号
一三○
なる。刑事訴訟における弁護士費用の賠償請求についても同様である。これらはもちろん労働者自身に生じた損害の
｛別）
類
型
で
あ
る
が
、
便
宜
上
こ
こ
で
扱
う
こ
と
に
し
た
い
。
〈別）
②学説をみると、たとえば、ケルシュナーは次のように述べる。すなわち第一一一者損害訴訟における訴訟費用（勺円・‐
国の房。、（のロ）に関しては、ＡＢＧＢ一○’四条の類推適用によってＤＨＧ三条の特別な要件を回避することは許され
ない。従って、同条の類推による請求権はＤＨＧ三条による償還請求権が成立しない場合にのみ認められる。たとえ
ば、労働者が第三者から裁判上請求されたが、その後実際に賠償を求められなかったというような場合（使用者が労
働者より先に弁済した場合）である。立法者はこのような事例を忘れていたように思われるが、この欠鋏はＡＢＧＢ
〈開）
一○一四条類推によって閉じられるべきである。刑事事件における弁護士費用については、有罪判決の場ムロには、こ
れの賠償を求めることはできない。これに対して、単なる行政罰（ぐの『言四一自己、⑭⑪｛国［のロ）については、いずれにせ
よ労働者の個人的な非難可能性が存在しないときは、使用者に転嫁することができる。故意に行政刑法に違反する場
合でさえ、使用者がこれを指図したときは、使用者は賠償義務を負うという。
（肺）
また、マャー・マリーは、罰金を賠償するという約束の有効性について検討し、ドイツおよびオーストリアの判例
を参照して、犯罪を行う前になされた約束は公序良俗に違反して無効であるが、犯罪後になされた約束は有効だとす
る。同様に、訴訟費用の賠償に関する約束も許される。第三者に対する訴訟に関する訴訟費用や防衛費用は、このよ
うな約束がなくとも、ＡＢＧＢ一○’四条により賠償請求しうるとする。
③これに関連する判例としては、ＯＧＨ一九九六年七月二四日判決〈。］ロ」①臼・圏）がある。事案は、使用者が
あるガストハウスを借りて営業をしていたが、ウェイトレスの過失により火災が発生。建物所有者に賠償した保跨芸
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社
が
、
保
険
代
位
に
基
づ
き
使
用
者
お
よ
び
ウ
ェ
イ
ト
レ
ス
に
対
し
て
賠
償
請
求
し
、
裁
判
所
は
両
者
に
連
帯
し
て
賠
償
す
べ
き
こ
と
を
命
じ
た
。
ま
た
、
ウ
ェ
イ
ト
レ
ス
は
刑
事
責
任
も
追
及
さ
れ
、
有
罪
判
決
を
受
け
た
。
ウ
ェ
イ
ト
レ
ス
は
こ
れ
ら
の
訴
訟
費
用
お
よ
び
弁
護
士
費
用
を
使
用
者
に
請
求
し
た
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
まず訴訟費用に関してであるが、使用者が労働者に被害者たる第三者に対する訴訟の遂行を要請するか、または使
用
者
が
第
三
者
に
損
害
賠
償
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
Ｄ
Ｈ
Ｇ
三
条
二
項
の
範
囲
内
で
の
労
働
者
の
償
還
か
ら
そ
の
基
礎
を
奪
う
場
合
に
は
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
に
よ
っ
て
把
握
さ
れ
な
い
労
働
者
の
い
わ
ゆ
る
自
己
損
害
が
存
在
す
る
。
こ
の
よ
う
な
自
己
損
害
に
関
し
て
は
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
’
四
条
を
類
推
し
て
、
使
用
者
の
配
慮
義
務
と
い
う
特
別
な
要
件
の
下
で
、
使
用
者
の
負
う
べ
き
リ
ス
ク
責
任
の
範
囲
内
で
、
使
用
者
は
これを賠償すべき義務を負う。
また、刑事訴訟における弁護士費用（くの『（の目的の『丙・の〔目）についても、この費用の賠償を使用者に求めることが
一
般
的
に
否
定
さ
れ
る
訳
で
は
な
い
。
労
働
者
の
有
罪
判
決
は
確
か
に
彼
の
加
罰
的
な
行
為
に
帰
せ
ら
れ
る
が
、
け
れ
ど
も
刑
事
判
決
の
拘
束
効
と
の
関
連
で
弁
護
士
を
用
い
る
べ
き
だ
と
の
使
用
者
の
あ
り
得
る
指
図
や
労
働
相
当
性
を
無
視
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
事
情
に
帰
す
こ
と
が
で
き
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
は
使
用
者
に
こ
れ
の
賠
償
を
請
求
し
う
る
。
そ
の
際
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
二
条
を
類推して労働者の過失の程度に応じて減額されると判示した。
Ⅲ
第
三
者
に
対
す
る
訴
訟
費
用
に
つ
い
て
は
、
Ｄ
Ｈ
Ｇ
三
条
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
こ
れ
の
賠
償
を
請
求
し
う
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
ま
た
、
判
例
に
よ
れ
ば
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
’
○
’
四
条
類
推
に
よ
る
責
任
は
Ｄ
Ｈ
Ｇ
と
は
別
個
独
立
の
も
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
訴
訟
費
用
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
Ｄ
Ｈ
Ｇ
三
条
の
要
件
を
満
た
す
と
き
は
、
単
に
そ
の
実
益
が
存
在
し
ないに過ぎない。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
寅
任
論
の
展
開
（
二
。
完
）
（
宮
本
）
一
三
一
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裁判所は、業務執行者に課された罰金刑（○の一号（国［の）や有罪判決が出された刑事訴訟における権利防衛費用（【・の‐
（のロロの『幻の。三の『の耳の目碩目、）はＡＢＧＢ’○一四条の意味での費用（シロ［三目ｅではない。しかし、無罪判決で
終
わ
っ
た
刑
事
訴
追
や
業
務
執
行
者
に
対
す
る
棄
却
さ
れ
た
民
法
上
の
損
害
賠
償
請
求
の
リ
ス
ク
は
、
そ
の
業
務
執
行
が
ｌ
会
社
に
対
し
てもｌ合法的なもの（の旨のＣａ口目い⑪、の日農の）であった場合には、個人的な生活領域または一般的な生活リスクで
はなくて、ＡＢＧＢ一○一四条に包摂される特別なリスクであると評価すべきである。これと必然的に結びつく代理
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労
働
者
が
罰
金
を
支
払
っ
た
場
合
、
こ
れ
を
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
’
四
条
類
推
に
よ
り
賠
償
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
刑
罰
と
い
う
害
悪
を
他
の
者
に
転
嫁
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ず
、
有
罪
判
決
を
受
け
た
者
自
身
が
こ
れ
を
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
こ
と
は
、
犯
罪
を
助
長
す
る
こ
と
に
繋
が
る
と
と
も
に
、
犯
罪
前
の
賠
償
合
意
が
無
効
で
あ
る
こ
と
と
矛
盾
す
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
刑
事
訴
訟
に
お
け
る
弁
護
士
費
用
は
罰
金
そ
れ
自
体
と
は
異
な
る
。
右
の
判
例
が
掲
げ
る
要
件
の
下
で
は
、
こ
れ
の
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
なお、これと類似して、有限会社の業務執行者（のヨヮ四‐の①の。冨津⑪｛目【の『）に生じた訴訟費用が問題となった事例
もある。ＯＧＨ二○○○年一月二六日判決（］国－９９．認Ｃ）がそうである。事案は、有限会社の業務執行者であった
原
告
に
対
し
て
、
計
画
倒
産
（
【
己
：
）
の
嫌
疑
で
の
刑
事
訴
訟
お
よ
び
債
権
者
の
一
人
か
ら
職
務
塀
怠
を
理
由
に
損
害
賠
償
の
訴
え
が
提
起
さ
れ
た
が
、
い
ず
れ
も
無
罪
判
決
お
よ
び
請
求
棄
却
の
判
決
が
確
定
し
た
。
そ
こ
で
、
店
笙
口
は
こ
れ
に
要
し
た
弁
護
士
費
用
（
『
の
『
‐
（の己一ｍ。『六・⑫訂己）を破産債権として届け出たが、破産管財人がこれを争ったので、これの確認を申し立てたというも
ので．ある。
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費用（く①『（『のＥｐｍの六・の｛：）はＡＢＧＢ’○一四条のリスク責任の原則によって賠償請求しうる損害（の。颪９のロ）で
有限会社の業務執行者は労働者ではない。また、有限会社の業務執行者については、合名会社（。【［の目の函四目の一切‐
鴇⑩の｝｝の。富〔（）の社員に関するＨＧＢ’一○条のような規定（ＡＢＧＢ’○’四条と内容的に同一である）も存在し
ない。このような有限会社と業務執行者の間の関係において、右の判例はＡＢＧＢ一○一四条を直接的に適用して、
無過失の損害賠償請求権を認めた。わが国の学説が民法六五○条三項の（類推）適用に慎重であることを考えると、
この点でも注目に値しよう。
（師）
あると判一示した。
川オーストリア法では、使用者のリスク責任論は一九八三年のＯＧＨの判決を契機として展開された。ＯＧＨは
委任に関するＡＢＧＢ一○一四条の中に「他人のためにする行為のリスク責任」という一般原則を見いだし、同条の
雇用・労働契約への類推適用を正当化した。ＡＢＧＢ一○一四条の雇用・労働契約への類推をめぐっては、主として
法の欠鋏の存否、雇用・労働契約の有償性およびＤＨＧという特別法の存在との関連で疑念が提起されたが、この法
理論は現在の判例および学説において確固たる地位を占めている。
類型的には、当初、労働者の所有する自動車の殴損という労働者の物的損害の事例が問題とされたが、その後、当
該自動車が第三者の所有であった場合、さらに労務のための使用とは関係しない第三者の法益を侵害した場合など、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
の
展
開
三
・
亮
）
（
宮
本
）
一一一一一一一
む
す
び
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第三者に対する加害の類型についても肯定された。また、ＡｓＶＧ三一一一一一一条一一一項の改正に伴って、近時、労働者の人
的損填腎の類型が現実的な問題として浮上した。判例はＡＢＧＢ’○一四条類推肯定説によったが、その後、否定説へ
と立場を変えた。学説でも、ＡＢＧＢ一○一四条類推による使用者のリスク責任を労働者の人的損害につき認めるこ
とには否定的な見解が優勢であるといえよう。しかし、これらは立法者が手を付けないままにしたＥＫＨＧ三条一一一号
との関連で否定するに過ぎず、ＡＢＧＢ一○一四条類推による使用者のリスク責任が労働者の人的損害に及ぶことを
否
定
す
る
の
で
は
な
い
点
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。
このように使用者のリスク責任は労働者被害の類型および第三者に対する加害の類型について認められてきたが、
使用者に対する加害の類型に関してはこれまでのところ判例は見当たらないようである。しかし、労働者の損害賠償
義務の負担が問題となる点で第三者に対する加害の類型と異ならないのだから、これを使用者のリスク責任から排除
す
べ
き
理
由
は
な
い
と
い
っ
て
よ
い
。
ＡＢＧＢ’○一四条は「委任の履行と結びついた損害」であることを要件とする。同条の類推の場合も、これに対
応して、使用者のリスク責任は具体的な労務給付と典型的に結びついた労働相当な損害に限られる。ビドリンスキー
やファーバーなどはリスクの予見可能性やリスクの判断対象、リスク判断の時点などに分けて、この要件をさらに具
体化することを試みている。訴訟費用に関するＯＧＨの二○○○年の判決ではビドリンスキーの見解が援用されてお
り、今後、この視点での分析が展開されるように思われる。
さらに、労働者の個人的な生活領域・一般的な生活リスクではなくて、使用者の活動領域に属することを必要とす
る。これが付加的な要件か、それとも右の要件の一つの具体化に過ぎないのかについては見方が分かれる。また、両
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者
の
領
域
の
判
断
基
準
も
問
題
と
な
る
。
自
動
車
の
殴
損
の
事
例
に
お
い
て
、
判
例
は
自
動
車
な
し
で
は
当
該
仕
事
を
正
常
に
処
理
し
え
ないかどうかによったが、その後、自由裁量と受益（ロ一の□・昌一・ロ巨且ご貝Ｎ旨い）というヤポルネックの基準を採
用した。これによって、労務の遂行と直接的に関連しない事例も使用者のリスク責任に含めることが可能となった。
近
時
、
訴
訟
費
用
の
償
還
の
事
例
に
お
い
て
も
、
こ
の
よ
う
な
労
働
相
当
性
や
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
に
属
し
な
い
特
別
な
リ
ス
ク
の
要
件
が
用
い
ら
れ
た
が
、
こ
こ
で
は
、
も
ち
ろ
ん
自
動
車
な
し
で
当
該
仕
事
を
正
常
に
処
理
し
得
た
か
ど
う
か
と
い
う
判
断
基
準
が
妥
当
し
な
い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
一
四
条
類
推
に
よ
る
労
働
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
は
債
務
不
履
行
や
不
法
行
為
と
は
異
な
る
別
個
・
独
立
の
請
求
権
で
あ
る
。
従
っ
て
、
こ
の
請
求
権
の
法
的
な
取
扱
い
が
問
題
と
な
る
が
、
過
失
相
殺
や
消
滅
時
効
の
期
間
、
強
行
法
規
性
な
ど
を
中
心
と
し
て
、
そ
の
全
容
が
ほ
ぼ
明
ら
か
に
な
っ
た
と
い
え
よ
う
。
②
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
論
は
こ
の
よ
う
に
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
い
て
著
し
い
発
展
を
み
た
。
こ
の
よ
う
な
法
状
況
に
鑑
み
る
と
、
わ
が
国
の
リ
ス
ク
責
任
論
は
ま
だ
未
成
熟
で
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
こ
で
は
、
リ
ス
ク
責
任
論
に
対
し
て
抱
く
で
あ
ろ
う
い
く
つかの疑問点を検討して本稿のむすびとしたい。
ま
ず
第
一
に
、
雇
用
・
労
働
契
約
の
有
償
性
と
の
関
連
で
あ
る
。
六
五
○
条
三
項
が
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
」
と
い
う
一
般
原
則
を
表
明
し
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
も
、
雇
用
・
労
働
契
約
は
有
償
で
あ
る
か
ら
、
労
働
者
は
自
己
の
た
め
に
行
為
し
て
お
り
、
他
人
の
た
め
に
行
為
す
る
者
と
は
い
え
ず
、
右
の
一
般
原
則
は
妥
当
し
え
な
い
と
す
る
疑
問
が
あ
り
う
る
。
し
か
し
、
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
」
と
い
う
の
は
、
当
該
行
為
と
結
び
つ
い
た
す
べ
て
の
利
益
を
「
他
人
」
（
委
任
者
や
使
用
者
な
ど
）
が
享
受
す
る
と
い
う「利益思想（ごｏ『国－，日目丙の）」を表現したものに他ならない。このような行為から生ずる利益の帰属関係がその
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
資
任
論
の
展
開
三
。
完
）
（
宮
本
）
一三五
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第
二
に
、
六
五
○
条
三
項
の
賠
償
責
任
は
無
過
失
責
任
で
あ
っ
て
、
こ
れ
を
広
く
認
め
る
こ
と
は
使
用
者
に
と
っ
て
酷
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
念
が
生
ず
る
。
し
か
し
、
本
稿
の
冒
頭
で
指
摘
し
た
よ
う
に
、
労
働
者
加
害
の
類
型
に
お
い
て
、
使
用
者
の
求
償
権
や
損
害
賠
償
請
求
権
を
制
限
し
て
損
失
の
使
用
者
へ
の
帰
属
を
認
め
る
に
も
拘
わ
ら
ず
、
労
働
者
被
害
の
類
型
に
お
い
て
こ
れ
を
否
定
す
る
こ
と
は
首
尾
一
貫
性
に
欠
け
る
。
使
用
者
の
リ
ス
ク
責
任
を
肯
定
す
る
こ
と
は
そ
こ
で
一
般
的
に
承
認
さ
れ
て
い
る
基
本
的
な
価
値
判
断
と
相
反
す
る
も
の
で
は
な
い
。
問
題
と
な
る
の
は
リ
ス
ク
責
任
の
要
件
に
関
し
て
で
あ
ろ
う
。
六
五
○
条
三
項
は
「
委
任
事
務
を
処
理
す
る
た
め
」
受
け
た
損
害
と
規
定
し
て
お
り
、
そ
の
範
囲
を
め
ぐ
っ
て
は
見
解
が
分
か
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
は
委
任
事
務
を
直
接
的
な
原
因
と
す
る
損害を意味することは明らかであるから、雇用・労働契約に類推する場合には、これに対応する要件が必要となる。
具
体
的
に
は
、
労
働
相
当
な
損
害
な
い
し
労
務
の
典
型
的
な
危
険
の
現
実
化
と
し
て
の
損
害
が
こ
れ
に
該
当
し
よ
う
。
ま
た
、
オ
ー
ス
ト
リアの一部の判例・学説のように、予見可能なリスクを意味するとすれば、使用者にとって決して過酷とはならない。
使
用
者
は
予
め
こ
の
リ
ス
ク
を
計
算
に
入
れ
て
当
該
行
為
の
中
止
を
命
ず
る
か
、
保
険
を
締
結
す
る
か
、
あ
る
い
は
現
金
で
支
払
う
こ
と
を選択することが可能だからである。
第三に、委任者の無過失損害賠償責任は特異な規定でありその適用を制限すべきではないのかという点である。こ
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核
心
を
な
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
当
該
行
為
に
対
す
る
対
価
（
報
酬
）
が
支
払
わ
れ
る
か
否
か
と
は
関
係
し
な
い
。
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
」
と
は
決
し
て
利
他
的
な
行
為
や
無
償
行
為
な
ど
を
意
味
す
る
の
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
な
誤
解
を
招
く
恐
れ
が
あ
る
と
い
う
のであれば、もう一つの理論的根拠である「危険設定思想（○の｛四コ『の①寓目、の、巴：胃）」すなわち受任者の活動が委
任
者
の
指
示
な
い
し
意
思
に
由
来
す
る
と
い
う
帰
責
要
素
に
重
点
を
置
い
て
、
「
委
託
し
た
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
」
と
呼
ぶ
こ
と
も
考
え
一われてよい。
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また、六五○条三項が他の多くの法律関係に準用されている点にも注意する必要がある。たとえば、民法典の中で
は、準委任に準用されることはいうまでもないが（六五六条）、さらに、組合の業務を執行する組合員（六七一条）
や遺言執行者（一○二一条）にも準用される。
また、家事審判法一六条は家庭裁判所が選任した財産の管理をする者について六五○条の準用を定める。具体的に
は、不在者の財産管理人（同法九条二号）や第三者が無償で子に与えた財産の管理人（同二号）、遺産の管理人
（同二一一一号．二五号・’一一一号・’一一二号）などがそうである。
商法においても、問屋と委託者の関係に委任に関する規定が準用され（商法五五二条二項）、準問屋についても同
様である（商法五五八条）。さらに、会社法（平成一八年五月一日施行）では、株式会社と役員および会計監査人と
の関係は委任に関する規定に従うものとされ（会社法三三○条）、委員会設置会社の場合には、委員会設置会社と執
行役との関係についても同様である（会社法四○二条三項）。また、持分会社では、業務を執行する社員と持分会社
との関係について六五○条が準用される（会社法五九三条四項・五九八条二項）。これらは旧法でも同様に規定され
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開（一一．完）（宮本）
一三七
れを無償委任に限定し、あるいは有償委任においては損害賠償の範囲は無償委任の場合よりも減縮されるべきだとす
る見解の背後にはこのような認識が存在しよう。しかし、受任者の受領物引渡義務（六四六条）や費用償還請求権
（六五○条一項）などから明らかなように、委任契約の本質は委任者の計算と危険に基づいて行われる点にある。委
任者の無過失損害賠償責任もこれの一つの現れに他ならず、一」の意味では委任契約の本質上当然の規定であるいえよ
う。そうだとすると、本人の計算と危険あるいは利益思想が妥当する法律関係にこれを類推適用することも認められ
てよい。
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ていた（商法旧六八条・旧一四七条・旧一一五四条三項、旧有限会社法三一一条）。持分会社の清算の場合には、清算持
分会社と清算人との関係は委任に関する規定に服し（会社法六五一条）、また、会社の解散命令の申立てがあった場
合に、裁判所の管理命令で選任された管理人について六五○条が準用される（会社法八二五条七項）。
中間法人法でも、無限責任中間法人と社員との関係について、六五○条が準用される（同法一○二条六項）。
寄託に関する六六五条とは異なり、これらの規定ではいずれも六六五条三項の準用は排除されていないから、同条
項も準用されることに法文上疑いはない。
このように種々の法律関係において六五○条一一一項の無過失損害賠償責任が見いだされる（さらに、信託法三六条一
項も参照）。このような責任の広がりをみるとき、現行法において委任者などのリスク責任を異端児であるというこ
とは到底できないように思われる。このような責任の存在を直視して、その具体的な適用をめぐる諸問題を解明する
ことこそがまさに学説の取り組むべき課題といえよう。
（仰）ごｍ一・・六の『②のゴロの夙口一の勾白ロヲミ国冨この『シ『すの一肩のすの島障（白ロ、．⑫’忠・
（網）【の『幼ロココの『・ロ】の幻の】。』】三①】一Ｃこの『シ『ワの一局のロの『ず呉白皀碩・印・爵『・・ｚのニョの］『・旨の。宮二一ョ出口二つ『四〆尉六○ヨヨの昌口『ＮＥヨシ国の国、二・
ｍ・函鈩巨ご・・』ｇ『・竝型四“シｍ二。》”Ｎ・の》の．』目・
（⑲）○○崖」垣望』」．、『］国一一℃爵》、急・
（卵）『Ｃ皀蚕一Ｇコ・エ四ヰヨーーロ亘曽『【［凶０ｍ。｝】眸已の。『。。。】の■⑫ｇの彦日の目》シ号ｃ一（ぬのすの『つ『曰く一一の頤巨ロロ国⑪｛一℃［一一ｃ三く毎『醜一号の『色口頭口：豈已⑦『盆．
シ②この‐二○ぐの一一の。Ｎご幻函Ｃ三・二つ霞．（一心）・
（皿）。□の『苣○『の『・ロの丙向『のｇ§。、ロ『こ、ぎすの一⑫○ゴ蝉□の二三の、の皀弓豐碕穴の芹ヨヰのロ］△①ヨ『日の『の⑪航の）。」凶】邉一．『ご｛｛．（『馬【・）・
（皿）オーバーホーファーは、一九八七年のＫＨＶＧの適用下における一九八八年の自動車寅任保険普通取引約款（ＡＫＨＢ）一条一項
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（印）なお、ＣＧＨ’九九六年一一一月一二日ｅ召シ＄旨ミ⑭）では、労働者が使うために使用者に委ねられた第三者所有の自動車が
交通事故により段損され、第三者が当該労働者に対して賠償請求したという事案が問題とされた（ライトバン事件（尻目】亘‐園一一））。
裁判所は使用者の所有物の代わりに自己の物をあてた者はＤＨＧの保護を享受する者によって用いられることを受け入れたが故に営業
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開三．完）（宮本）
一三九
⑰の肩．⑫］・丙購画一の。←」・
（髄）句回す⑩『』囚９９。
（、）シロ員。三』画一ｇ｛｝
（船）ごＣ二五一の戸Ｎご詞
（弱）⑫○声目貫ロロＮの『・罰
（帥）ＥＫＨＧ三条三口
扇）なお、ケルシュナーは自己の自動車を使用した労働者について慰謝料請求権を否定する。これは一見すると奇妙な感じを与えるが、
使用者の自動車賠償責任保険が使用者の自動車に付されていることの結果に過ぎないという。【の『の。旨】の『．ｐ目の白のヨヨの『冨坤目、⑫館の，
（別）【の『⑩。。。の『へ三國、。①『・幻討弄○弓凹『目。鯨〔一の醜シ『す国肩のすの『鞭づめ｝での『い（》。⑥。鷺。津已の。□囲湯『すの一日のヨョの『絶・ロ幻ニン』ｇ］．、ｇ〔〔．（、＄．
（卵）最後の点については、同条第二文を無視するものであるとともに、普通社会保険法の第四八次部分改正法は使用者の追加的な負担
を意図していないと批判される。ご噸一・・句：。『・ヨ盲［〔昌信（曰石臼⑰○口白］②⑥一〕旨のこの旨の②四一⑰【［侭‐Ｆ白】戸の円の冒頭の⑫の同一のロ宵亘の旨の言］の『②
鹿巨『。『巨『亘雪ニニンロの国。。］ロ－９９．⑤ｓ『一・（雪璽）．シご■ここ・用騎房。｛己［冒皀膳已の⑫シ『ご昌信のすの『⑪曰『勺の『砂Ｃ二の二⑫。ご嘩已の二や》］四画ｇ』．『急
［〔．（『ｇご・これに対して、オーバーホーファーは、労働者が自己の自動車を使用する場合には、これによって使用者は労働者の自動
車資任保険の共同被保険者となるとする。○ヶの『ず。〔の『・ごい・胃ご】白目Ｐ宅『貫一の百日曰の昌閏凶目〕シ国の口三四ｎ．躍醇ニゴニ」ＣエＣ専・
、。⑪夢
ｍ『』『・）。
陣戸切・博』■『。。
統
一
を
図
る
こ
と
に
し
た
。
四）句回す⑩『・］因一瞬ｃｃ四つ①。》［［・＄『再開・〉・
山）シロ聾［。三・］画一』つ｛二・『←②『｛。（『酎暉｛『・）・
》）ごＣ二六一一の戸Ｎご司哺Ｃ三・二つ『『，〈」酊弐）・
》）⑫○声目貫ロロＮの『・丙一の房○一〕呉目■ぬＱのの□】の口⑫気のワの『②。Ｎシｍｍｇ←》⑪、｛『．（＆『『・）・
》）ＥＫＨＧ三条三号に関する同様の制限はすでにシャウァーによって主張されていた。しかし、シャウァーはＡＢＧＢ一○一四条と
の関連については一一一一口及していない。⑪ｏ富この『・ヨ⑫。ラョョ目目で『受一切云○ヨョの二言『目ヨシｍの勇西二・Ｐ陣・エー】『一・』患『・趨向【エＣ力Ｎ三
に
つ
い
て
論
じ
て
い
る
。
し
か
し
、
新
し
い
Ｋ
Ｈ
Ｖ
Ｇ
が
一
九
九
四
年
に
施
行
さ
れ
、
こ
れ
に
伴
い
Ａ
Ｋ
Ｈ
Ｂ
も
改
正
さ
れ
た
。
新
旧
を
問
わ
ず
い
ず
れ
も
Ｋ
ＨＶＧ二条一項とＡＫＨＢ一条一項は保険の対象につき文言的に同じように規定している。そのため、Ｋ刑ＶＧ二条一項に掴き換えて
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（“）ごｍ一・・【ｏ菖○一一Ｃの｛の『『の｝の三の。ゴの⑫四四｛（つ三Ｃ三『の。三・国。』》単・鈩昌］］」①召一ｍ・色⑭【［一【。且。］‐言の］⑫円・の『Ｆ己。『局□①のす彦『頒の『一一Ｃ豈の■幻の。’
ず扇・ロＰ』・］Ｃ・』■［一・・＄②、。、．←⑤『〔［：
（筋）【の『、ロココの『》識シ印一屋『・爵『『．（雪）・
（髄）］■す○日のいい□幻□』』①患・』路【〔。（一器）・
（師）○つの「。。『の『・謎ン⑫一患一・ヨ｛｛．（詔）・
（閉）少巨●ず。の塵』①９．画・賎。〕Ｎ』湯Ｐｇ』・
（的）『○ョ、ロロ一・Ｎシ⑫］ｇ］・笥廟。（烏寓）・
（わ）の呂日佳日『属Ｃ『・脚シｍｇＥ・雷『『．（畠）は否定説を支持する。
（Ⅶ）。ｐの『宮。［の『・悶尹、］ｇ］・ヨ［｛．（＄）・］鐸ごＣ『二Ｃ陀嘱・口幻ロンご沼・］患（』望）・望『爵駕『・ヨ幻巨ヨョの一・【◎ヨョの。岳『ョ】ヨシ因の口溌］つ三・
］三ｍ一両脚・〕Ｐ⑫．ｇ①』・シロ昌彦］・】ロの●百国曰②ロロ一己『四ｘ－の宍○三己の貝口『■巨日少、の口⑫Ｓ」←・勾凶・巨・の・昌一『画すの『ご詞一の一云○云具（巨皀、。、．ｍｇ【：
（犯）国竜二｜ご⑪三．ワーＣ幻厨房。■菖白口瞬已畷シ『すの一扇爽のすの『い》⑭・患魚・・
（ね）【］の旨『□丙。』」＠圏・量『［〔．（』鼠）・
（脚）シ己呉。量・ヨ⑫Ｃヨョョ四口目宅『④菌⑫丙○ヨョの。国『型』ヨン、○口唾Ｓ］←》元関・一歯・印・『一一・○ケの島。符『・旨のＣ盲ミヨ、コニャ『ｍｘ－⑭【ｏヨョの昌囚『
劃ニヨシｍｏＰｚ⑪●。ゆゆ』ニコロニロ津の。宛劃・虜、・・印・哺四②。【の『砂ｎコ。①『・口宛ニンろ①ｍ・豊二・（』⑤）・
（布）国昌已一ヨ印六一・口一の丙】⑫房Ｃき』〔日ロ媚已困鈩『すの一員のロの『⑪》⑫．⑤②（〔，
（開）これ以外』
ては後述する。
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内部の損害補償のシステムの中に包含される。この限りでは、当該第三者は使用者に分類されるべきであり、ＤＨＧ三条ではなく同法
二条を適用すべきだとした。
ここでは、加害した労働者の使用者に対するＡＢＧＢ一○一四条類推による賠償請求は問題とされていない。また、使用者によって
提供された自動車が第三者の所有に属する点において、賃貸、リースあるいは所有権留保売買などの事例と共通する。しかし、使用者
のリスク責任と同じくＤＨＧも使用者と労働者の内部関係に係わるものであって、第三者の法的地位に影響を与えないから、右の判旨
を一鱒朧化することはできない。くい一・・【の『の９コの『・己勾。シ】ｇ『．ｓ⑫（〔。（盆］『・）・司呂の『・国②房。ｇ｛目員．⑫．』患〔【．．
（蛇）璽宝へ関係の詳細については、ご噸］・・【の『⑰ｎ百の『・□幻。シ＄圏・農【［・
（開）これ以外にも、ＤＨＧ三条による訴訟告知義務や拘束効およびＤＨＧ六条の短期時効との関迎について判示するが、この点につい
Hosei University Repository
（巧）宍。『鷺ゴロＣ『・ロ】の可の一。｝】三⑰】冨已Ｃ『シ『己の一同のすの『三呉亘。狛一⑫。『⑫『「。．○の『⑫の一ヶの『□一の。幼ヨのゴョの『。ｍ諄己一一Ｃヨ侭のい⑦百・駅・勾隣・』Ｐの・ぬｇ・
（両）］四ケ。『『】の狛頭□幻。シ一℃②函．」②②（屋公Ｃ・
元
）
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
も
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
が
、
相
当
な
追
加
的
報
酬
の
支
払
は
そ
れ
だ
け
で
は
決
し
て
Ｄ
Ｈ
Ｇ
の
規
制
を
排
除
す
る
の
に
十
分
で
は
な
いとする。。ごＣ『ゴ（》｛ｃ『」。ｍロヲ負『口目］Ｐ勺『貰一⑪戸Ｃ冒冒目冨『Ｅ冒尹ｍＱｍＺＰ８麗也巨口ＱＰＤ四○・両Ｎ・Ｓ［【．．⑫・屋ご『：
（ね）○すの『ず○『の『》宅鼠丙］二ｍ】Ｃロロロロこの『］蝉声『臣。頭一ョ窪四『戸三頻切『のＯ三二の『三一『扇ｏゴ員ニロゴロコ駕一房威ロ曰碇⑦口・国鈩の」⑪＄・念〔『：
（
帥
）
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
フ
ァ
ー
は
、
改
正
案
と
し
て
、
労
働
者
軽
過
失
の
場
合
の
使
用
者
の
請
求
権
は
６
ヶ
月
の
時
効
に
服
し
、
軽
過
失
を
超
え
る
場
合
の
労
働
者の請求権は同じく６ヶ月で時効消滅するというようにＤＨＧ六条を修正することを提案する。○すの『一〕・【の『『Ｎシ⑫ご匿念｛『。（認）・
（別）【の『⑫のゴコの『》ワーのゴ⑩ヨのゴョの『。』『Ｂ一一，三館①罵亘詔・宛鏡・一毎》ｍ・山一ｍ・ｃｃ『⑰Ｃ－ワ⑪・幻の】ｏ冒三＆【①。①【シ『どの一同のどの『豈四｛『已夛②．ｇ・
（皿）□竜。一三⑰宣・ご【Ｃ里Ｃｌ》【こ『悶宍○日ロ］の貝口『悶巨ヨンロの■》９９・陣】三⑰》宛Ｎ・］］》⑫．－ｓ一・
（鋼）なお、費用と損害の間の区別は、通常、意思的要素を基準として行われる。すなわち、任意的・意思的な財産的根性（［『の一君三肩Ｐ
三三の三一一ｎコのこの『ョ○ｍのゴ⑩加呂目の。）が費用であり、任意的でない財産的犠牲（目［『の一員］］】ぬのぐの『旨・狛呂②⑫の冨旦の口）が損害とされる。
しかし、訴訟費用などがいずれに属するかは、必ずしもハッキリとしない。②一『四の⑫の『・旨幻目】目の一・【○日目①已国『目ヨシ口の扉⑭．ｇ霊
などはこれを費用とするが、【の『⑫。。。の『．。－の元の一向ヲ息一（の二の『シ『すの一肩呂の『富｛一目鯨印・霞は両者であり得るとする。冨旦の『，宮四一竜．
□の国の房・菌｛Ｂ呂二の⑩シ『すの】扇、のすの『切『辱『国、①づめ。。且の二二場シ『すの一ｓ：ョの『酢ｚＮ』因昌｝．②．』＄」。、（〔。（】』）は能動的な訴訟のときは
費
用
、
受
動
的
な
訴
訟
で
は
損
害
に
近
い
と
す
る
。
ま
た
、
後
述
す
る
判
例
は
損
害
（
、
３
日
の
。
）
と
し
て
位
髄
づ
け
て
い
る
。
（別）【Ｃ『いの一三の『・□｛の勾巴のヲ『の】【のＱの『シ『すの］（頭のすの『豈呉【Ｅ］頭》の。ｓ・
（妬）【の『幼ｎコ二の『・ロ一のロ⑰曰の冒戸のＳｍ（召二○三賄厨の百．題・宛瞭・』Ｐの．届←［．。」の『⑫⑦一ｓの壱］団－９９一団三【．（団②）・
（妬）言この『’三四一］・Ｚ閏シ庫の一一・騨己垣一・ｍ『『．（二『・〉・
（
師
）
な
お
、
有
限
会
社
法
（
の
冒
す
四
。
）
二
五
条
は
業
務
執
行
者
の
賀
任
を
規
定
す
る
。
判
例
に
よ
れ
ば
、
こ
れ
は
強
行
規
定
で
あ
る
と
解
さ
れ
る
か
ら
、
こ
の限りでＤＨＧは適用されない。本件では、原告は有限会社の従業員であり同時に業務執行者であったが、この場合も同様である。
オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開（二．完）（宮本）
一
四
一
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